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マンションを使い続ける
増　永　理　彦
日本の賃貸と分譲を含めた集合住宅総戸数は全国の総住宅戸数の 4割程度である。そのなかで、
マンション（分譲の集合住宅）のストックは 540 万戸で、居住者は 1400 万人に達し日本の総住戸数、
総人口の 1割になる。特に大都市に多く立地し、今やマンションは戸建住宅持家に代わり国民的住
居になりつつある。ところが、マンションのうち築 30 年以上のものも 100 万戸（「高経年マンショ
ン」）に達しており、経年劣化と陳腐化が進んでいる。どのように再生すべきか国民的課題である。
ところで、特に「高経年マンション」には RC造（鉄筋コンクリート造）が多いが、耐力性・耐
久性・耐震性が高く、耐用性（長持ちできる）も高い。マンションの再生を考える場合、居住者の「住
み続け」そして「自然環境との共生」に配慮するならば、建て替えではなくリニューアル（リフォー
ム＋リノベーション）での再生が望ましい。
1．RC造は 100年もつ
（1）マンションの耐久性
マンションの構造種別としては、規模の小さいマンションにみられる鉄骨造（S造）、近年高層化
に伴って増加している鉄骨鉄筋造（SRC造）もあるが、ストックでみると鉄筋コンクリート造（RC
造）が圧倒的に多い。鉄筋をコンクリートで覆った RC造は、木造、鉄骨造あるいはブロック造な
ど他の構造体にはない耐力性と同時に長期間にわたっての持続的な耐久性・耐震性・耐用性を有し
ている。
まず、耐力性についてであるが、コンクリートは圧縮力に対しては強いが引張力に弱く、逆に鉄
筋は引張力に強く圧縮力にはきわめて弱いという基本的特性を持つ。そこで、コンクリートの内部
に鉄筋を入れることで、外力に対して共同で対抗する。この原理を応用した RC造はマンション自
体を始め居住する人や家具・設備機器類、雪といった荷重や風の力や地震力、場合によれば水圧・
土圧などの外力に対して大きな耐力を持っているわけである。
ところで、人から「鉄筋コンクリートのマンションも、30 年程しかモタナイですよね。その頃に
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なると建て替えないと、地震の時壊れて大変ですね。」という疑問の声をよく聞く。
RC造マンション建替え 30 年説は、結構流布しているのである。もちろん、建設後 30 年も経つと、
全てのマンションは経年的に劣化し、少なくとも見た目は古くなる。共用部の電気・機械・衛生そ
してガス関係設備も陳腐化する。外壁などの大規模修繕やマンション内部のリフォームも必要になっ
てくる。多くの住戸内でのリフォームも始まるか、終わったところもあろう。しかし、マンション
の構造躯体部分については長期間にわたって問題は生じない。
では、なぜ「30 年建て替え説」なのだろうか。
これは恐らく、自分の身の回りで木造や鉄骨造プレハブ系戸建住宅が 30 年もすると建て替わって
いる実態を見聞きし、あるいは公営を始めとして都市再生機構や公社の公共賃貸住宅が建設後 35 年
経つと建て替えが実施されてきた事実（下記注参照）などが頭にインプットされてきたことによる
のではなかろうか。
注：
公営住宅法第三十六条の規定によると、「除却すべき公営住宅の大部分が耐用年限の二分の一を経
過している等の場合には、建替事業を施行することができる」、とある。また、耐用年限に関しては
公営住宅法施行令 12 条において、耐火構造（鉄筋コンクリート造は耐火構造）の住宅の耐用年限を
70 年としている。この規定の準用により、UR賃貸住宅や公社賃貸住宅は建替られてきたのである。
また、マンションの建て替えにおいても目安になっている。
（2）鉄筋コンクリートの耐久性理論と保全
RC造では、内部の鉄は空気や雨水の中の炭酸ガスなど酸性物質に化学反応（酸化）して錆びる
ことから、内部の鉄筋が錆びないようにコンクリートで保護しているともいえる。もし、外側のコ
ンクリートのクラック（ひび割れ）などから雨水や空気が中に入り、コンクリート内部にある鉄筋
が錆びると膨張し、時間と共にやがてコンクリートは割れる。古い RC造建物をみた時、たまにコ
ンクリート表面がごく一部剥離し、錆びた鉄筋が顔を覗かせることがあるが、それである。
ところが、コンクリートは強アルカリ性であり、中性化しない限り内部の鉄筋を錆びから守るこ
とが出来る。言い換えれば、鉄筋を酸性化から守ることが極めて大事なのである。つまり、建物の
耐久性を高めるためには、この鉄筋の酸性化の前段であるコンクリートの中性化をどう阻止するか、
アルカリ性のままでどれだけに年月耐えられるかが決定的に重要である。
よって、RC造の建物については、内部鉄筋の酸性化もしくはコンクリートが中性化しないよう
に、外部の仕上げ材から構造躯体のほうに雨水や空気が浸入しないように、注意深く保守点検を行
うことが求められる。また、もしクラックなどが入ればすぐ修繕しておくことが肝要である。さら
には、将来クラックが発生しないように、マンションの設計、施工そして保守、点検の各プロセス
において、注意深く丁寧に行なわれることが求められるわけである。つまり、良質な建築材料の選定・
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使用も含め入念な設計がなされ、施工時には材料の品質管理や監理が行き届くことが要求される。
そして、竣工以降の保全も重要であり、例えば行政の担当部局やマンション管理関係の団体などが
作成した定評のある修繕マニュアル等通りになされているかどうかが、建築物の寿命に大きく影響
する。
以上のような RC造の特性を良く知り、竣工後は、なによりも行き届いた点検と保全を行なうこ
とにより、構造躯体は長持ちし、RC造マンションも使い続けることができる。
（3）実例と専門家の見解
長持ちの期間は具体的にどれくらいなのか、実例と専門家の見解を紹介しよう。
日本の RC造中層住宅の建設は、1923 年の関東大震災を契機に急速に進んだ。そのうち 70 年以
上もの長きにわたって使用されてきた事例として、「三菱鉱業端島炭鉱住宅」と同潤会による一連の
RC造中層住宅、そして「御茶ノ水文化アパート」が著名である。
三菱鉱業端島全体は「軍艦島」とよばれ、世界遺産の暫定リストに登録されている（2009）。この
「炭鉱住宅」には日本で最初（1916）の RCの住宅も含まれており、やがて 100 年になる。もちろん
炭鉱は廃坑になって住宅部分には人は住んでいない。近年の “ 廃墟ブーム ” とかで多くの見学者が
訪れ、有名になった。
次は「同潤会住宅」である。同潤会により 1920 ～ 1930 年代に建設された数多くの RC造中層住
宅はごく最近ではほとんど建て替えられたとはいえ、デザインレベルも高くかつ本格的な耐震構造
の RC造集合住宅時代の幕を開いたことでも知られている。この同潤会中層集合住宅は 70 ～ 80 年
もの長期間にわったって使用されていることは注目してよい。
「御茶ノ水文化アパート」は、建築家ヴォーリスの設計で 1925 年に完成した RC造 4階建アパー
トである。2006 年に取り壊されたが、100％洋式でエレベーター付の豪華なアパートとして名を馳
せた。これも 80 年間もの長きに渡って使用されたことになる。
次に、耐久性・耐震性・耐用性について、（社）日本建築学会など専門家の見解をみてみよう。
RC造の耐久性の一般論としては、建築学会は、RC造集合住宅の構造体の総合的耐久性について、
大規模補修の不要期間として 65 年～ 100 年程度としている（「建築工事標準仕様書・同解説
JASS5・鉄筋コンクリート工事 2003」）。
また、マンションのなかでも初期の「高経年マンション」においては、RC造でも壁式構造が多い。
これについても、「建築学会」の（壁式構造関係設計規準集・同解説（壁式鉄筋コンクリート造編）」、
建築学会、2004 年 10 月、）によると、「・・・この規準（引用者注：1952 年、建築学会発表の「鉄
筋コンクリート壁式構造設計規準」のこと）によって建設された全国の多数の共同住宅建築物は一
貫して過去の多くの地震においてほとんど被害がなかったことを報告している。1995 年の阪神・淡
路大震災においても壁式鉄筋コンクリート造の建築物の被害は極めて僅少にとどまり、この構造の
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耐震性の信頼度を高めた。」とある。
さらには、藤木良明さんは、耐用性について「100 年持つ」と次のように述べている（「マンショ
ン―安全と保全のために―」岩波新書。「・・・・つまるところ、鉄筋コンクリート造りの建物は定
期的な修繕をほどこせば、構造耐力を保つうえで致命的な問題を生じないとすることができるので
ある。定期的な修繕をくりかえし、本書で説明した設備関係の更新、更生をおこない、陳腐になっ
た付帯物を交換していけば、100 年でも十分に耐用することができるのである。・・・・」）
以上を総合すると、日本での事例及び専門的見地からすると、RC造マンションについては少な
くとも 60 年、諸条件が整えば 100 年間は十分使用に耐えると考えてよい。
（4）耐震診断・耐震改修
「建築基準法」や「消防法」は大地震や大火災などの惨事が起こると見直され、改正されるなどし
て、より安全な建築・居住空間となるように設計基準を見直す。
1981 年制定の「新耐震基準」は、直接的には、1978 年の宮城県沖地震の震災をきっかけにして制
定された。全ての「高経年マンション」が、1981 年の建築基準法施行令改正以前のいわゆる「旧耐
震基準」で設計されたものであり、この中には耐震性能に問題があるマンションもあると考えられる。
また、1995年の阪神・淡路大震災による1981年以前建設の木造も含めて建物の全般的被害が大きかっ
たことから、1995 年に「耐震改修促進法」が制定され、2005 年には、「改正耐震改修促進法」が成
立し、国土交通省は 2007 年「マンション耐震化マニュアル」を制定し、マンションの耐震化を推進
している。
一方、国土交通省国土技術政策総合研究所監修の「管理組合・実務家のための改修によるマンショ
ン再生マニュアル」においては、「中低層の壁式構造の建物は、ラーメン構造に比べて剛な構造とな
るため、旧耐震基準のものでも一般的に耐震性は高いと考えられる」として、「耐震補強の方法とし
ては、鉄筋コンクリート壁又は鉄骨ブレース（筋交い）による耐震壁の増設、開口部の閉塞（開口
部を閉じる）、既存耐震壁の増打ち（耐震壁を厚くする）、破壊の恐れのある柱に鉄鋼板や炭素シー
トを巻きつける、増打ちによる柱断面の増強、などの方法がある。」と述べている（同書、（）内は
筆者注記）。しかも「建物躯体の劣化修繕工事を計画的に実施することを前提として、建物の耐震診
断を行い、耐震性能が不足する場合は耐震補強を行うこと」（同書）と調査の重要性も述べている。
以上のようなことから、全ての「高経年マンション」を使い続けるためにまずは、耐震診断が不
可欠であり、必要であれば耐震改修を実施しなければならない。しかしながら、居住者の耐震補強
の必要性への意識や補助額の低さなどがネックになって、マンションにおいて本格的な耐震改修は
進んでいない現状にある。日本列島は、世界有数の地震多発地帯にあり、現在では大地震がいつ来
るかわからない状態にある。マンションの耐震診断・改修は喫緊のテーマである。住み続けるため
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にも、安全性の保障では一番の基本であり、有無を言わず実施する必要があるのだが・・・・・。
2．時代はリニューアル
（1）自然環境との共生
世界レベルで経済成長期から低成長期になり、ゼロからむしろマイナス成長の時代である。すで
に大量生産、大量消費そして大量破棄の時代は終わって久しい。世界トップクラスの GDPを誇る
日本であるが、今後とも経済成長も大事であることには変わりないが、いまや、持続的な経済成長
とともに自然環境との共生をいかに実践していくが問われてきている。
ところで、周知されている事実であるが、建築行為や住宅建設は、環境破壊の側面を持つ。
近年は時代も移り変わり、あまりみられないが、都市近郊の山や畑を削り谷を埋め、草木を切り
倒し、土地を造成し道路・鉄道や供給処理施設をつくる。あるいは生活関連施設として公園・緑地、
学校・保育所、店舗・飲食店なども設置する。これらの土木、建築工事によって、直接的な自然破
壊が進む。また、住宅本体もコンクリート、鉄筋、型枠、建材、部品・部材などの生産と組み立て
によって、そして電気・機械・衛生・ガス関係の設備機器など多くの関連産業の支援・協力により
建設される。この各々の生産過程で、木材関係では輸入材も多くあり、石炭・石油から作られる部
材も多く、日本だけでなく外国の自然環境も直接・間接に破壊されることになる。
このようなことから、建築物や住宅は長く大事に使うことを基本とし、建築・住宅建設業界でも
使い捨て・消費のフロー型から再生重視ストック型のサイクルシステムへと転換しなければならな
い。ところが、近年日本でもその重要性はよく言われるが、現実には転換が進んでいるとはいいが
たい。総論賛成であるが各論では、まだまだ徹底されていないのが日本の現実である。
また、視野を拡げてみると、住宅の建設・供給・管理の一生は入居・居住し、修繕・修理など保
全され、そしてリニューアルされ、最後は除却されるわけであるが、その使用や利用の期間をでき
るだけ長くすることが求められている。長く使うことで、上述の新築による自然環境の破壊を少し
でも食い止めることが可能となる。さらには、新築から除却までの長期間のサイクルでみれば、そ
の間で消費されるエネルギーは、住宅生産などハードにかかわる部分同様、住み手・居住者の生活
過程において設備関連で使うエネルギー消費量も多い。住宅建設の分野での省エネ対策が有効であ
り、かつ、住み手が省エネルギーを旨とした生活を送ることで、環境への負荷を大きく減らすこと
ができる。
以上のように、環境との共生は建築産業、住宅建設だけでなく住宅の再生および住生活の分野に
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おいても現代日本での重要な国民的課題の一つである。住宅分野では「環境共生住宅」（地球環境の
保全、周辺環境との親和、健康で快適な居住環境の 3つの理念（「環境共生住宅推進協議会 HP」）
が唱えられ、実行されだして、かれこれ 20 年以上も経過している。マンションの維持管理や保全そ
して再生を考える場合において、環境との共生には特段の配慮が不可欠である。
政府も住宅の長寿命化政策を進めだした。たとえば、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」
が制定された（2008）。国土交通省 HPによると、「地球環境問題・廃棄物問題が深刻化しており、
これからは、ストック型社会への転換が必要であり、また、住生活基本法の制定でストック重視へ
の転換が示された」ことにより「循環利用できる質の高い住宅ストックの形成を目指すべき」との
主旨説明がある（「住宅の長寿命化について」・H21・1、国交省 HP）。遅きに失した面もあるが、
世界レベルでみても「大量生産、大量消費、大量廃棄」の時代は終わり、循環型社会になりつつあ
る今日、その通りである。
ただ、気になることは住宅の長寿命化を言うのならば、「今ある、現ストックを長く使うにはどう
するか」から取り組むべきではなかろうか。まずは、マンションも含めて、この前提で現在の日本
の全住宅ストックの現状を分析し、「キチンと手入れして、長く大切に」使える住宅を抽出し、使い
続けるにはその方策をどう考えるのか、どうすれば長く使えるのか、などについて、まず基礎研究
からはじめて綿密な調査と技術的検討に本腰を入れることが先決である。このことを抜きにして、「長
期優良住宅の普及の促進」はない。
（2）リニューアルで住み続け
マンションを建て替えた場合、従前居住者全員が新しいマンションに入居できるとは限らない。
また、入居しても立地そのものは変わらないから、そこの土地・場所での「住み続け」はできるか
もしれないが、かつてのマンションは無くなり、旧マンションでの住み続けはできない。創りあげ
てきた人間関係、コミュニティーも大きく変わり、居住そのものも断絶することから、「住み続け」
とはいいがたい。再生において、住み続けたいという居住者の立場からは、建て替えではなくリニュー
アルによる「使い続け」が最も望ましい。
リニューアルを選択した場合には、
①これまでつくられてきた近所づきあいやコミュニティの断絶がない。このようなことから、居住
者皆が安心して住み続けることができる、
②マンションや団地空間の急激な変貌がなく、特に高齢者にとって物的居住環境の激変が避けられ、
心身への負担がない、
③リニューアルは工事内容にもよるが、建て替えに比べ工事費は安く、居住者の費用負担がはるか
に少ない、といった、メリットがある。
もちろん、リニューアルは、自然環境にも優しい。
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マンションも建て替えとなると、当然前後で居住空間が一変する。
エレベーターをはじめ、電気・衛生・ガスの各設備や機器も全く新しくなり、確かに、便利で快
適になる。しかし反面、失うものやデメリットが多すぎるのではなかろうか。上述の人間関係・コ
ミュニティの断絶をはじめ、借り住まいの家賃、家具の新調など居住者の様々な負担の大きさ、及び、
前項で述べた住戸・住棟をつぶして廃棄するというもったいなさ、などを考えると、居住者にとっ
て建て替えは本当に好ましいのか、はなはだ疑問になってくる。
さらに、住棟などの建物だけでなく、屋外空間についても、失うものが多い。「高経年マンション」
のおおよそ 35％ほどが都市再生機構や公社など公的機関によって供給されている。特に、この公的
分譲マンションには「団地型」が多く、屋外空間が時間と共に成熟し、居住者のくらしと共に歴史
を刻んできている。このようなマンションにおいては、ゆったりとした団地空間、うっそうとした木々
のみどり、その間に計画された低密度の中低層住棟群と、たとえ建物は経年劣化していても、屋外
空間の成熟具合に関しては得がたいものがある。この日々慣れ親しんできた風景は、居住者にとっ
て代えがたい精神的 “ 居住資源 ” にもなる。これが建て替えとなると、息の詰まる屋外空間に変貌
する。屋外空間においても、居住者にとって愛着のある空間の骨格はそのまま保全しながら、遊び場、
集会所あるいは駐車場などライフスタイルの変化や要求に対応しながら、リニューアルしていくこ
とが求められている。
ところで、梶浦恒男さんは、マンション管理専門家の立場から、（文献 3）において、戦後の住宅
については①フロー重視型であり、②今や時代は “ ストック重視 ” になりつつあり、③その課題は
何か、の 3点について、以下のような主張を行なっている。
①戦後の住宅については「スクラップ・アンド・ビルド」の方式が取られ、「フロー型ハウジング」
として形成されてきているとし、概略、次のように弊害を 3点指摘している。
イ）構造など基本的部分は十分に使えるものまで建て替えることで、資源・エネルギー面で大変無
駄使いをしている。
ロ）一度建てた住宅に対して点検を繰り返し、手入れや補修、改造などを行うといった住宅管理の
基本がおろそかにされることで、住宅の質の低下を招いている。
ハ）住み手の生活との継続的な相互作用による住環境の質的向上や住文化の継承を阻害している。
②「ハウジング分野でいえば、高度経済成長時代における、経年劣化したものはつぶし、代わりに
新たにどんどん供給する」というフローの時代から、現在から今後に向かっては、「これまで作って
きたものを長く大事に使う」というストック時代に入ってきている。このような時代におけるハウ
ジングの基本姿勢は、「使い続けることである」。
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③「ストックハウジングの課題」については、「現在使っている住宅を長く使い続けるための条件を
整えること」、及び、そのための「リノベーションなどの住宅再生の積極的展開」を進めなければな
らない、とし、「安全性、耐久性そして長寿命性を第一に考えるべきである」。
これら三点は、これまでの日本の都市住宅の保全や再生の政策に対する基本的な問題点の指摘で
ある。梶浦さんの主張は、ストックを重視し「使い続ける」ことが基本であり、今後のハウジング
（マンションも含め）再生はリニューアルに重点を置くべきということである。そのことは、当然
「住み続ける」ことにもつながる。
（3）リニューアルとその先進事例
1）経年劣化とリニューアル
マンションも経年と共に劣化し、次第に保全から再生の必要性が増大する。リニューアルが必要
になってくるのである。本稿ではリフォームとリノベーションを含めリニューアルとしているが、
まずはリフォームが必要であり、さらに年数が経っていくとリノベーションも必要になる。
先述のように、マンションは、主要には専有部分である住戸とその他の共有部分に分けられる。
住戸部分のリフォームについては、例えば、間取りを変更する（部屋の数や部屋を模様替えして
和室を洋室に転換させるなど）、設備のグレードアップ（最新の設備機器類に取り替える）などであ
る。このように、自らの住む住戸内の再生であるリフォームについては所有者が自由にでき、他の
居住者に迷惑を掛けないようにすれば、工事もスムースである。これは個々人の判断領域であり、
随時行われ、共有部分の再生とは異なって管理組合全体の問題にはならない。
共有部分のリニューアルについての最大問題は、居住者の加齢と共に階段の上がり降りがきつく
なり、エレベーター設置への要求が強くなることである。また、階高（各階の床とその上下階床の
垂直距離）が低い、階段や廊下の幅が狭い、バルコニーが狭い、住戸間戸境の壁や床が薄い、そし
て床面積が狭いといった住棟フレームへの不満もある。さらには、建築基準法、消防法など法制度
が強化されるなどにより、マンションによっては、「二方向避難」（緊急時に住戸内から地上への 2
つの方向への避難方法）ができない、あるいは消防車の住棟への接近が十分ではないこともありうる。
そして、このように「再生」を考える時「既存不適格建築物」（法適用時すでに規定に違反する建
築物。既得権として存置は許されるが、増改築は限定される。）になる場合もある。このようなとき
には、自治体などの担当・関連部局などと協議し、リニューアルの様々な方法のなかから、もしく
はハードだけでなく、居住者の協力によるソフト対応も考慮に入れながら、管理組合で合意できる
解決策を選択することになる。
2）集合住宅リニューアルの先進事例
今後のマンション再生に関して、これまでのように建て替え一辺倒で進むか、といえば決してそ
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うではない。
建て替えについては、一般的な居住者間での合意形成や建て替え事業自体の困難性に加えて、個
別のマンションについて、
①マンション自体が建築基準法上、既存不適格であり、建て替えが困難
② マンションの高層化も進み現容積率が法定容積率に比べすでに高く、建て替え後保留床を生み
出せない、
③「高経年マンション」居住者には高齢者や低所得者も増えて、一層建て替え希望者が減る、
④  1981 年以降の新耐震基準が適用されたマンションは、耐震改修が不要な場合も多く、リフォー
ムによる再生で対応しやすい
⑤事業の可能性の高いところはすでに建て替えが終わっている、
などの様々な理由により、後退していくものと思われる。
いずれにせよ、遅々として進まない建て替えをもっとスムースに進められるような関連法改定の
動きもあるが、むしろ、今後建て替えは後退し、リニューアルによる再生が本格化すると思われる。
また、そのような方向に向けば、当然各地のマンションでリニューアルによる再生の先進事例が出
てくるであろうし、むしろ、リニューアルの方向に政策の舵を切るためにも出てくるべきだと思う。
ところで、残念ながらというか、時期が未だ来ていないのかも知れないが、リニューアルによる
マンション再生の本格的事例は、日本にはまだなかった。これまで、再生といえば、公共的賃貸住
宅を含めて政策も事業も建て替え一辺倒であったからであり、リニューアルには目が向かなかった
ことにも起因している。ところが、近年、都市再生機構が UR賃貸住宅対象ではあるが、東京と大
阪で、「ルネッサンス計画」という名称でリノベーションも取り入れたリニューアルに取り組んでい
る（都市再生機構の HP参照）。
ハード面においては、西欧諸国で取り組まれているリノベーションと同じような発想による提案
である。
「ルネッサンス計画」とは、都市再生機構が、東京（ひばりが丘団地（東京都東久留米市））と大
阪（向ヶ丘第一団地（大阪府堺市））などで行なっている、RC造の中層階段室型住棟のリノベーショ
ン実証実験プロジェクトである。先述のように、経年劣化した都市再生機構の中層階段室型住棟は、
階段のウォークアップ、階高の低さ、隣戸や上下の戸境壁や床版（スラブ）の薄さ、バリアーの存在、
旧式の諸設備そして住戸面積の狭さといった問題を抱えている。
しかし敢えて、
①構造躯体を補強する、
② 5階建ての 5階部分を削って 4階にする、
③北側に廊下をつけて、そこにバリアフリー型エレベーターを新設する、
④上下住戸をつないでメゾネットタイプ住戸に変える、
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⑤ 1階の住戸の床を下げて階高を高くする、
⑥ 1階住戸は要介護高齢者でも住めるように改造するといったことに挑戦している。
内容的には、まさしく、ドイツのライネフェルネ団地でなされているような（文献 9）リノベーショ
ンのメニューが試みられている。その出来映えは、とてもリニューアルとは思えない斬新性と完成
度の高さを有しており、その実証実験の意義や意欲は大いに評価できる。また、多くの建築や住宅
関係者の関心も集めている。
もちろん、事業主体が異なる分譲のマンション再生に応用できるのかというと、単純ではない。
今のところ、何よりも工事費もかさみ、法制度の整備も必要でありかつ合意形成もむつかしく、実
現の可能性は薄い。この点からみても、「全管連」の提案（2010 年 5 月）する「マンション再生法」
制定が急がれる。ただ、「高経年マンション」のなかには、「ルネッサンス計画」で取り上げられた
RC造階段室型のマンションも多いだけに、少なくとも技術的には大いに参考になる。
3）リニューアルとエコ生活
上述のように、近年では持続的な経済成長とともに環境との共生をいかに実践していくが問われ
てきている。この問いかけは、地域社会、居住地そして家庭にも大きな影響や変化を与えつつある。
「環境との共生」や「持続的社会」を重視した生活を志向する人たちも少しずつ増加しだしているの
である。環境に負荷をかけず居住環境との調和を図ることにより、健康で快適なかつ個性的な生活
を送ろうという動きも活発化している。つまり、ロハス、スローライフ、エコライフあるいはサス
テナビリティといったキーワードによって表現される、ごく身の回りでの居住空間における自然や
社会での共生や持続性が注目され、実践されつつあるのである。
ところで、戸建住宅だけでなく、マンションを含め新築集合住宅でのエロジカルな設計や居住に
おいても実践事例は多い。一方では古い町家、農家などの民家再生の事例も多い。しかしながら、
都市住宅分野での中古戸建住宅をリフォームしたエコ住宅事例はあまり聞かない。その少ない事例
の一つに奈良市に住む濱恵介さんの自邸がある。濱さんは、築 27 年の壁式構造で RC造戸建住宅（2
階建て、床面積 143㎡、敷地 300㎡以上）を購入し、徹底的なエコロジカルな考え方と方針によるリ
フォームを実施し、これまた徹底したエコ生活を送っている（文献 7、8）。また、単にエコ生活を
送るだけでなく、そのなかで様々なデータを採り、記録し分析している。この「再生エコハウス」
を計画するにあたり、テーマとして、①寿命を延ばす、②省エネ性を高める、③自然環境と共生す
るという 3つを掲げ、今後この建物寿命を、改修工事を行いつつ 50 年を想定している。合計、おお
よそ 80 年間使い続けることになることになり、代替わりになるかもしれないが、住み続きあるいは
住み継いでいくことになろう。
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●注：
1． 本稿の前段として、「生活科学論集 vol.41」の拙稿「高齢者が住み続けられるマンション再生について」を併
せて読んでいただくとより理解していただける。
2． 本稿は、近々出版予定の「マンション再生―二つの ”老い ” への挑戦―」（仮題）の一部である。合わせて読
んでいただければ幸いである。
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